宣伝スポットひな形＊2015年２月　アレンジしてください　消費税廃止中央各界連

こんにちは。消費税廃止各界連絡会です。消費税増税中止を求める宣伝署名にご協力下さい。
●みなさんのくらしやお仕事の状況はいかがでしょうか。どんどん大変になっているというのが実態ではないでしょうか。大企業が儲かれば、賃金や雇用、設備投資などが増え、消費や景気も改善する、というのが、「アベノミクス」のトリクルダウンの考え方です。しかし、資本金10億円以上の大企業の内部留保は、15年で138兆円も上積みされ、過去最高の285兆円に達しています。一方、民間労働者の給与の総額は23兆円も減っており、私たちの暮らしに回るという状況とは程遠いことがわかります。
●1月に世界的ベスト・セラー、『21世紀の資本』の著者で、仏経済学者トマ・ピケティさんが来日して講演しました。ピケテイさんは、「国により政治経済の仕組みは異なるが、不平等は増えている」とグローバル化の問題点を指摘しています。そして、「消費税は成長にはよくない。財政再建の道筋は（富を蓄積していない）若い人を利するものに」「中低所得者課税ではなく、高所得者に高い税をかけるべき。万人にかかる消費税が日本によいとは思わない」とキッパリ話しています。

●大企業の内部留保のごく一部を使えば、月2万円の大幅賃上げが十分に可能だという試算があります。国民のふところを直接あたため、消費税の増税を中止すれば経済が活性化すると私たちは考えます。ピケテイさんが言うように、大企業や大金持ちが得する税制をあらため、応分の負担をしてもらう税制に改めさせましょう。内需主導に転換する経済政策で地域の経済が活性化し、税収が上がれば、消費税増税は必要ありません。社会保障の財源確保も確保でき、財政危機も打開できます。そもそも消費税は滞納が大変多い、欠陥税制だと専門家も指摘しています。
●通常国会で2015年度の予算案審議が始まりました。政府はこの間、「消費税の値上げは全て社会保障に使う」と大宣伝してきました。しかし実際は、暮らしや社会保障の予算が切り捨てられ、増えているのは防衛費だけです。過去最大規模の防衛費約5兆円は、実は消費税収の２％分にあたります。この事実を見るだけで、政府の主張がうそだったと証明されているのではないでしょうか。いま、過激武装集団「イスラム国」の事件を契機に、「戦争できる国」づくりに突き進もうと暴走する政治に、多くの人が不安を持っています。まさに消費税は改憲・軍拡の財源づくりになっています。戦争財源として消費税を10％に増税するなどもってのほかです。怒りの声を上げましょう。

●安倍首相は昨年、増税の延期を表明しましたが、「景気条項」をはずし、2017年４月には何があっても必ず増税すると「宣言」しました。2月中旬にはこの重大法案が提出されます。とんでもありません。私たちはたくさんの署名を国会に積み上げ、増税ノーの意思を示したいと思います。ぜひあなたの声を署名に託してください。
●みなさん、政府は消費税大増税も、戦争する国づくりも、憲法改悪もなんでも好き勝手にできると勘違いしています。憲法をくらしにいかした政治をすすめさせるため、私たち主権者がきっちり監視し、声をあげていきましょう。
